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しているため、合計額又は差額が一致しない場合もある。

２ 文中及び表中で用いる百分率は、原則として小数点以下第２位を四

捨五入したものである。

３ 各表中等の「 」については、該当数値はあるが単位未満のもの

を、「－」については該当数値のないものを表す。
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令和元年度日立市公営企業会計決算審査意見について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和元年度  

日立市水道事業会計・下水道事業会計決算及び附属書類を審査したので、次の

とおり意見を提出します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

令和元年度日立市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和元年度 日立市水道事業会計決算

２ 同 日立市下水道事業会計決算

３ 上記決算に関する証書類、事業報告書、キャッシュ・フロー計算書、収益費用

明細書、固定資産明細書及び企業債明細書

第２ 審査の期間

令和２年５月２９日から令和２年７月２０日まで

第３ 審査の方法

各事業会計の決算書類と関係諸帳簿・書類により、経営状況を含めた総括的審

査を実施し、例月現金出納検査並びに定期監査の結果を参考にしながら、「決算

計数の正確性」及び「収入支出の合規性」の確認を行い、あわせて関係職員から

説明を聴取して審査した。

第４ 審査の結果

審査に付された決算及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されて

おり、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確であると認めた。



 

令和元年度日立市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和元年度 日立市水道事業会計決算

２ 同 日立市下水道事業会計決算

３ 上記決算に関する証書類、事業報告書、キャッシュ・フロー計算書、収益費用

明細書、固定資産明細書及び企業債明細書

第２ 審査の期間

令和２年５月２９日から令和２年７月２０日まで

第３ 審査の方法

各事業会計の決算書類と関係諸帳簿・書類により、経営状況を含めた総括的審

査を実施し、例月現金出納検査並びに定期監査の結果を参考にしながら、「決算

計数の正確性」及び「収入支出の合規性」の確認を行い、あわせて関係職員から

説明を聴取して審査した。

第４ 審査の結果

審査に付された決算及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されて

おり、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確であると認めた。
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水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１ ｢業務実績表｣ のとおりであるが、その主なものは

次表のとおりである。

区 分 単位 元年度 年度
対前年度比較

増 減 増減率 ％

行 政 区 域 内 人 口 人 △ △

給 水 人 口 人 △ △

普 及 率 ％

給 水 件 数 件

年 間 給 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％ △

１ 日 最 大 給 水 量 ㎥ △ △

導 ・ 送 ・ 配 水 管 延 長 ｍ

本年度末の給水人口は、 人と前年度に比較し 人 ％ 減少、給水

件数は 件と前年度に比較し 件 ％ 増加となり、普及率は ％と

前年度と比較し、変化はない。

年間給水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント低下している。

また、１日最大給水量は ㎥で、前年度に比較し ㎥減少している。

なお、導･送･配水管延長は ｍで、前年度に比較し ｍ ％ 増

加している。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

水道事業収益 △ △

営業収益 △ △

営業外収益 △ △

特別利益
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予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万円で 万 千円上回り、

執行率は ％となっている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に営業収益の給水収益の減少によるものである。

イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

水道事業費用

営業費用

営業外費用 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 億 万円を生じているが、この主なものは、原水及び浄水費

の修繕費、消費税及び地方消費税である。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に原水及び浄水費の委託料、配水費の委託料の増加によるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

水道事業資本的収入

企業債

負担金 △ △

国県補助金 △ △

一般会計補助金

固定資産売却代金

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 億

万 千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定により繰り越しした額の財源

充当額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に

企業債の増加によるものである。
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イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

水道事業資本的支出 △ △

建設改良費 △ △

企業債償還金 △ △

国庫補助金返還金

予算額 億 万円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越して

いる。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万 千

円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に水源及び配水施設費、配水管布設費の減少によるものである。

建設改良費の主なものは、森山浄水場沈殿池傾斜板更新工事費、第７送水管

更新工事費、配水管更新工事費である。

決算収支における資本的収入額 億 万 千円が、資本的支出額 億

万 千円に対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額 億 万 千円、減債積立金 億 万 千円、建設

改良積立金 億 万 千円、過年度分損益勘定留保資金 億 万円及び

当年度分損益勘定留保資金 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２「損益計算書前年度比較表」、別

表３「費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表」のとおりであり、純損益の最

近５箇年の推移は次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度対前年度比較
増減額 率 ％

営業収益 △ △

営業外収益 △ △

特別利益

総 収 益 △ △

営業費用

営業外費用 △ △

総 費 用 △ △

純 損 益 △ △
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（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。

営業収益の主なものは、事業収益の主体である給水収益 億 万 千円

のほか、加入金などのその他の営業収益 万 千円、消火栓補修工事に対す

る一般会計負担金 万 千円である。

イ 営業外収益

金融及び財務活動、その他主たる営業活動以外により生じた収益である営業

外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万円 ％ 減少してい

る。

営業外収益の主なものは、他会計負担金 億 万 千円、長期前受金戻入

億 万 千円、雑収益 万 千円である。

（２）給水収益の推移
（単位 千円、千㎥）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

水道料金 △ △

分水料金

給 水 収 益 △ △

年間有収水量 △ △

給水収益の推移をみると、年間有収水量とともに年々減少している。元年度

の給水収益は 億 万 千円で、前年度に比較して 万 千円 ％

減少している。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加

している。これは主に、原水及び浄水費の動力費等が減少したものの、原水及

び浄水費の委託料、配水費の委託料等が増加したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万円のほか、減価償却費 億 万

千円、浄水施設等の維持管理経費 億 万円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。これは主に、企業債利息が減少したことによるものである。

営業外費用の主なものは、企業債利息 億 万 千円である。
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（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

元年度 年度 年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

量水器取替費

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

簡 易 水 道
受 託 事 業 費

そ の 他

合 計

費用を性質別にみると、委託料が前年度に比べ大きく増加している。一方、動

力費や企業債利息は前年度に比べ減少している。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 給水原価の状況

有収水量１㎥当たりの費用 原価 は 円 銭で、前年度に比較し 円 銭

％ 増加している。

（ア）部門別給水原価

単位 円

区 分
元 年 度 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 費

給 水 費 △ △

業 務 費 △ △

総 係 費 △ △

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計

(注) 給水原価は、経常費用から受託工事費及び売却原価を差し引いて算出している。また、減価償却費は、営業外

収益の長期前受金戻入を除いている。 
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（イ）目的別給水原価

単位 円

区 分
元 年 度 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費 △ △

委 託 料

修 繕 費

動 力 費 △ △

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息 △ △

そ の 他 △ △

合 計

(注) 職員給与費は、人件費から児童手当、退職手当負担金を除いている。修繕費には、量水器取替費が含まれてい

る。

イ 供給単価と給水原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの供給単価（水道料金）と給水原価を比較

すると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ） △

供給単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、給水原価は 円

銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、供給単価から給水原価を差

し引いた不足額は、前年度に比較し 円 銭増加の 円 銭となっている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表」のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で､その構成は､固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万

千円 ％ 増加している。これは、主に建設仮勘定が 億 万 千円

（ ％）減少したものの、構築物が 億 万 千円（ ％）増加したこ

とによるものである。
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なお、有形固定資産の主なものは、配水管 億 万 千円、構築物

億 万 千円である。

無形固定資産は、本年度末 万 千円で、前年度に比較し 千円 ％ 減

少している。これは、その他無形固定資産の減少によるものである。

なお、無形固定資産の主なものは、電話加入権 万 千円である。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。これは、主に現金預金が 万 千円（ ％）減少したこと

によるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、主な未収金は、他会計負担金 億 万 千円、給水収益 万

千円等である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万 千円（ ％）、流動負債 億 万円 ％ 、繰延収益 億 万円

（ ％）、資本金 億 万 千円 ％ 、剰余金 億 万 千円

％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）

減少している。これは、企業債の減少によるものである。

（イ）流動負債

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）減

少している。これは、主に未払金が 万 千円（ ％）減少したことに

よるものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千

円、その他流動負債 億 万円で、引当金は 万 千円である。

その他流動負債の主なものは、下水道使用料の預り金 億 万 千円で

ある。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 万円（ ％）減少して

いる。これは、長期前受金が 万 千円増加したものの、そこから差し引

かれる収益化累計額が 億 万 千円（ ％）増加したことによるもので

ある。

（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。これは、組入資本金の増加によるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％
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減少している。これは主に、未処分利益剰余金を資本金へ組み入れたことに

よるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で、この主なもの

は、受贈財産評価額 億 万 千円、国県補助金 億 万 千円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰余

金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

元年度 年度 年度 年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

引受債務

年度末の残高は固定負債と流動負債の企業債を合せた 億 万 千円で、

前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万円増加したが、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し、企

業債償還等の財務活動により 億 万 千円減少したことによるものである。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △

資金期首残高 △

資金期末残高 △
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む す び

令和元年度水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利益が生じ

ており、８年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっている。

しかしながら、業務実績をみると、年度末の給水件数は 件であ

り、前年度より 件 ％ 増加したものの、給水人口は 人と

前年度に比べ 人 ％ 減少している。

さらに、年間の給水量は ㎥と前年度より ㎥ ％

減少し、有収水量についても ㎥と前年度に比べ ㎥

％ 減少しており、これにより、給水収益は、前年度と比較して

万 千円（ ％）の減となっている。

また、有収率については、引き続き老朽管の更新工事や漏水修理工事

等に取り組んだものの、前年度から ポイント下回る ％となっ

ている。

建設改良事業については、「日立市上下水道事業経営戦略」に基づき、

茨城県生活基盤施設耐震化等補助金を活用した第７送水管更新工事を実

施するとともに、森山浄水場における沈殿池傾斜板更新工事、導水施設

である低揚ポンプ場特殊電源設備更新工事及び緊急度の高い老朽配水管

の更新工事などに取り組んだ。なお、全体の事業費は、第７送水管更新

事業費の一部を繰越したことなどにより、前年度と比較し 億 万

千円 ％ 減の 億 万 千円となっている。

経営状況については、総収支において黒字決算となっているが、純利

益は、前年度と比較して 万 千円（ ％）の減となっている。こ

れは、主たる営業収益となる給水収益が減少したことなどによるもので

ある。

これにより、営業収支比率は、前年度より ポイント下回る

となっている。

なお、キャッシュフロー計算書における資金の期末残高は、 億

万 千円と前年度より 万 千円（ ％）減少しているものの、企業

債残高は、前年度より 億 万 千円減の 億 万 千円となっ

ており、引き続き経営の健全性を維持している状況にあると判断される。
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む す び

令和元年度水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利益が生じ

ており、８年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっている。

しかしながら、業務実績をみると、年度末の給水件数は 件であ

り、前年度より 件 ％ 増加したものの、給水人口は 人と

前年度に比べ 人 ％ 減少している。

さらに、年間の給水量は ㎥と前年度より ㎥ ％

減少し、有収水量についても ㎥と前年度に比べ ㎥

％ 減少しており、これにより、給水収益は、前年度と比較して

万 千円（ ％）の減となっている。

また、有収率については、引き続き老朽管の更新工事や漏水修理工事

等に取り組んだものの、前年度から ポイント下回る ％となっ

ている。

建設改良事業については、「日立市上下水道事業経営戦略」に基づき、

茨城県生活基盤施設耐震化等補助金を活用した第７送水管更新工事を実

施するとともに、森山浄水場における沈殿池傾斜板更新工事、導水施設

である低揚ポンプ場特殊電源設備更新工事及び緊急度の高い老朽配水管

の更新工事などに取り組んだ。なお、全体の事業費は、第７送水管更新

事業費の一部を繰越したことなどにより、前年度と比較し 億 万

千円 ％ 減の 億 万 千円となっている。

経営状況については、総収支において黒字決算となっているが、純利

益は、前年度と比較して 万 千円（ ％）の減となっている。こ

れは、主たる営業収益となる給水収益が減少したことなどによるもので

ある。

これにより、営業収支比率は、前年度より ポイント下回る

となっている。

なお、キャッシュフロー計算書における資金の期末残高は、 億

万 千円と前年度より 万 千円（ ％）減少しているものの、企業

債残高は、前年度より 億 万 千円減の 億 万 千円となっ

ており、引き続き経営の健全性を維持している状況にあると判断される。

以上が令和元年度の経営内容であるが、今後の水道事業を展望すると、

引き続く人口減少により、有収水量は年々減少し、給水収益等の増収が

見込めない中で、老朽化する水道施設の修繕や更新及び耐震化等に要す

る多額の経費が見込まれるなど、水道事業を取り巻く経営環境は一層厳

しさを増していくものと予想される。

特に、事業効率の指標となる有収率が３年連続で下がるとともに、有

収水量の減少等により、 立方メートル当たりの給水原価が、前年度比で

円上昇していることから、より一層の経常経費の縮減や効率的な漏

水対策の推進が求められているところである。

また、久慈川における渇水時の塩分遡上対策として、取水口下流側へ

の土堰堤の設置を５年連続で実施していることから、将来に渡って安定

した水源の確保を図るためにも、抜本的な対策をとる時期に来ていると

思われる。

このような中、令和元年度は、中長期的な経営の基本計画である「日

立市上下水道事業経営戦略」の計画初年度として、漏水調査事業や浄水

場における各種更新工事等を積極的に進めており、今後とも着実な事業

の推進を期待するものであるが、一方で、実施した事業の評価や効果の

検証を適宜進めるとともに、常に社会情勢の変化や適切な事業収支バラ

ンス等を踏まえた、不断の事業内容の見直しによる事業推進が重要と考

える。

この観点において、今年度から、久慈川の渇水、塩分遡上への抜本的

な対応や人口減少を踏まえた施設の老朽化対策を含めた安定的かつ効率

的な水源確保策の調査・検討に着手するとのことであり、将来を見据え

た健全経営に向けた重要な取り組みとして期待するところである。

今年６月、配水管の漏水事故が発生し、一時、市内北部地区約 万

千世帯が断水となる影響が生じた。迅速な対応により早期復旧がなされ

たところであるが、改めて事故や災害時における危機管理体制の強化や

老朽施設の早急な更新、耐震化を進めるなど、今後も、「安全で安心な水

を安定的に送り続ける」という事業責務に果敢に取り組まれるとともに、

本市の地域特性を十分に踏まえた、的確な経営戦略の推進による経営基

盤の強化を図りながら、市民に信頼される水道事業に引き続き邁進され

ることを強く望むものである。
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別表１  業務実績表

増  減 増減率(%)

行政区域内人口 △ 2,449 △ 1.4

計 画 給 水 人 口

給 水 人 口 △ 2,378 △ 1.4

給 水 件 数

導・送・配水管延長

職 員 数 △ 1 △ 1.3

経常
費用

－
受託

工事費
＋
売却
原価

－
長期前受
金戻入

区        分 単位 元年度 30年度
対前年度比較

備          考

人

人

人

普 及 率 ％ －
(Ｂ)

×100
(Ａ)

件

年 間 給 水 量 ｍ △ 53,411 △ 0.3

年間有収水量 ｍ △ 282,228 △ 1.5

有 収 率 ％ △ 1.1 －
(Ｄ)

×100
(Ｃ)

１ 日 最 大 給 水 量 ｍ △ 314 △ 0.5 R元.8.8

ｍ

人

１ ㎥ 当 た り 収 益 円 △ 0.10 △ 0.1
 総収益

(Ｄ)

１ ㎥ 当 た り 費 用 円
総費用

(Ｄ)

１㎥当たり供給単価 円
給水収益

(Ｄ)

１㎥当たり給水原価 円
(Ｄ)
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別表２  損益計算書前年度比較表

　収    　益    　の    　部

元年度 30年度

1　営業収益 △ 39,208,361 △ 1.3

 (1) 給水収益 △ 29,712,590 △ 1.0

       水道料金 △ 29,712,590 △ 1.0

 (2) 受託工事収益

       受託工事収益

 (3) 一般会計負担金 △ 3,541,598 △ 34.5

       一般会計負担金 △ 3,541,598 △ 34.5

 (4) その他の営業収益 △ 6,417,200 △ 12.1

       加入金 △ 5,509,000 △ 12.1

       手数料 △ 908,200 △ 12.0

2　営業外収益 △ 17,110,198 △ 3.7

 (1) 受取利息及び配当金 △ 697,474 △ 53.2

       預金利息 △ 697,474 △ 53.2

 (2) 他会計負担金 △ 5,336,633 △ 2.4

       一般会計負担金 △ 718,073 △ 8.0

       下水道事業会計負担金 △ 4,618,560 △ 2.2

 (3) 一般会計補助金 △ 194,096 △ 3.2

       一般会計補助金 △ 194,096 △ 3.2

 (4) 長期前受金戻入 △ 8,485,898 △ 4.4

       受贈財産評価額戻入 △ 9,909,483 △ 19.3

　　   建設補助金戻入 △ 84,821

       国県補助金戻入
　　

       一般会計負担金戻入

       工事負担金戻入

       一般会計補助金戻入

       その他長期前受金戻入

 (5) 雑収益 △ 2,396,097 △ 5.0

       不用品売却収益 △ 1,318,814 △ 41.6

       交付金

       徴収事務負担金 △ 823,198 △ 2.9

       その他雑収益 △ 341,445 △ 4.6

3　特別利益

 (1) 固定資産売却益

       土地売却益

合                 計 △ 55,267,987 △ 1.6

元年度 30年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較
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別表２  損益計算書前年度比較表

　収    　益    　の    　部

元年度 30年度

1　営業収益 △ 39,208,361 △ 1.3

 (1) 給水収益 △ 29,712,590 △ 1.0

       水道料金 △ 29,712,590 △ 1.0

 (2) 受託工事収益

       受託工事収益

 (3) 一般会計負担金 △ 3,541,598 △ 34.5

       一般会計負担金 △ 3,541,598 △ 34.5

 (4) その他の営業収益 △ 6,417,200 △ 12.1

       加入金 △ 5,509,000 △ 12.1

       手数料 △ 908,200 △ 12.0

2　営業外収益 △ 17,110,198 △ 3.7

 (1) 受取利息及び配当金 △ 697,474 △ 53.2

       預金利息 △ 697,474 △ 53.2

 (2) 他会計負担金 △ 5,336,633 △ 2.4

       一般会計負担金 △ 718,073 △ 8.0

       下水道事業会計負担金 △ 4,618,560 △ 2.2

 (3) 一般会計補助金 △ 194,096 △ 3.2

       一般会計補助金 △ 194,096 △ 3.2

 (4) 長期前受金戻入 △ 8,485,898 △ 4.4

       受贈財産評価額戻入 △ 9,909,483 △ 19.3

　　   建設補助金戻入 △ 84,821

       国県補助金戻入
　　

       一般会計負担金戻入

       工事負担金戻入

       一般会計補助金戻入

       その他長期前受金戻入

 (5) 雑収益 △ 2,396,097 △ 5.0

       不用品売却収益 △ 1,318,814 △ 41.6

       交付金

       徴収事務負担金 △ 823,198 △ 2.9

       その他雑収益 △ 341,445 △ 4.6

3　特別利益

 (1) 固定資産売却益

       土地売却益

合                 計 △ 55,267,987 △ 1.6

元年度 30年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

　費    　用   　 の    　部

元年度 30年度

1　営業費用

 (1) 原水及び浄水費　

 (2) 配水費

 (3) 給水費 △ 11,445,066 △ 7.6

 (4) 受託工事費

 (5) 業務費 △ 7,014,757 △ 3.0

 (6) 総係費 △ 5,476,600 △ 2.3

 (7) 減価償却費

 (8) 資産減耗費

2　営業外費用 △ 22,341,357 △ 9.1

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 21,981,501 △ 9.0

       企業債利息 △ 21,981,501 △ 9.0

 (2) 雑支出 △ 359,856 △ 31.7

       不用品売却原価 △ 348,324 △ 42.0

       その他雑支出 △ 11,532 △ 3.8

合                 計 △ 16,399,507 △ 0.5

当  年  度  純  損  益 △ 38,868,480

構成比(％) 対 前 年 度 比 較

元年度 30年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額

− 87 −



別表３  費用使途別比率表

  物   件   費

金

 (1)原水及び浄水費

 (2)配水費

 (3)給水費

 (4)受託工事費

 (5)業務費

 (6)総係費

 (7)減価償却費

 (8)資産減耗費

2  営業外費用

 (1)支払利息及び企業債取扱諸費

 (2)雑支出

合          計

1　営業費用

元年度 30年度 元年度 30年度 (％) 元年度

区　　　分

人    件    費

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率
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額

元年度 30年度 (％)30年度 元年度 30年度 (％) 元年度 30年度

対 前 年
度 比 率

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率

(単位　円)

    ・  そ  の  他  の  経  費 計

構成比(％)
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別表４  費用節別比率表

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

賃 金

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度

元年度 30年度 元年度 30年度 比率(％)

営

業

費

用

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

下 水 道 使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費

交 際 費

動 力 費

薬 品 費

工 事 請 負 費
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別表４  費用節別比率表

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

賃 金

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度

元年度 30年度 元年度 30年度 比率(％)

営

業

費

用

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

下 水 道 使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費

交 際 費

動 力 費

薬 品 費

工 事 請 負 費

材 料 費

厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

交 付 金 及 び 補 助 金

量 水 器 取 替 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度

元年度 30年度 元年度 30年度 比率(％)

営

業

費

用

営
業
外
費
用

不 用 品 売 却 原 価

そ の 他 雑 支 出

計

合          計

− 91 −



別表５  貸借対照表前年度比較表

資      産      の      部

元年度 30年度

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

       土地 △ 494,969

       建物 △ 40,163,332 △ 4.4

       構築物

       配水管 △ 2,551,361

       機械及び装置 △ 34,837,224 △ 1.4

       量水器 △ 57,661

       車両運搬具

       工具器具及び備品 △ 9,361,898 △ 18.9

       建設仮勘定 △ 2,810,434,157 △ 86.2

 (2) 無形固定資産 △ 8,380 △ 1.3

　　　 電話加入権

　　　 その他無形固定資産 △ 8,380 △ 11.1

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産 △ 35,374,439 △ 1.3

 (1) 現金預金 △ 49,446,698 △ 2.0

 (2) 未収金 △ 23,772,675 △ 9.6

 　  貸倒引当金 △ 2,434,244 △ 3,406,288 △ 28.5

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品

 (5) 前払金

資   産   合   計 △ 27,038,563 △ 0.1

元年度 30年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較
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負   債   ・   資   本   の   部

元年度 30年度

3 固定負債 △ 133,484,584 △ 0.9

 (1) 企業債 △ 133,484,584 △ 0.9

4 流動負債 △ 124,205,678 △ 6.5

 (1) 企業債 △ 55,589,789 △ 5.1

 (2) 未払金 △ 78,918,225 △ 16.4

 (3) 未払費用 △ 2,257,578 △ 13.9

 (4) 預り有価証券

（5）前受金

（6）引当金 △ 1,078,509

     賞与引当金 △ 959,408 △ 2.3

　　 法定福利費引当金 △ 119,101 △ 1.5

（7）その他流動負債

5 繰延収益 △ 69,560,066 △ 1.6

 (1) 長期前受金

　　 収益化累計額 △ 4,311,698,197 △ 4,142,281,186 △13.1 △12.6 △ 169,417,011 △ 4.1

負   債   合   計 △ 327,250,328 △ 1.6

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金 △ 741,191,694 △ 27.6

 (1) 資本剰余金

　  　 再評価積立金

       受贈財産評価額

       建設補助金

       国県補助金

       工事負担金

       一般会計補助金

       その他資本剰余金

 (2) 利益剰余金 △ 741,191,694 △ 36.2

       建設改良積立金 △ 64,252,886 △ 100.0

       当年度未処分利益
       剰余金

△ 676,938,808 △ 34.2

       ・当年度純利益 △ 38,868,480 △ 11.5

       ・前年度繰越利益
         剰余金
       ・その他未処分利
         益剰余金変動額

△ 638,070,328 △ 61.3

資   本   合   計

負 債・資 本 合 計 △ 27,038,563 △ 0.1

構成比(％) 対 前 年 度 比 較

元年度 30年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額
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別表６　財務分析表　

元年度 30年度

％ ％

％ ％

回 回

当年度貯蔵品消費額(4)

％ ％

％ ％

％ ％

当年度減価償却費－長期前受金戻入

(注1)

(6) 収益的支出に係る企業債利息＋資本的支出に係る企業債利息
(7) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

各算式に用いた用語は、次のとおりである。
(1) 固定資産＋流動資産
(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益
(4) 期首貯蔵品＋当年度購入額＋当年度発生額－期末貯蔵品
(5) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋電話加入権)

給水収益

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100

給水収益

企業債利息対
料金収入比率

企業債利息
×100

企業債償還元金
×100

給水収益

平均負債(7)

企業債償還元金
対減価償却費比率

企業債償還元金
×100

営業費用－受託工事費

そ
の
他

利子負担率
支払利息(6)

×100

企業債償還元金
対料金収入比率

経常費用

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×100

経常収支比率
経常収益

×100

平均総資本

総収支比率
総収益

×100
総費用

期末償却資産(5)+当年度減価償却費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

減価償却率
当年度減価償却費

×100

貯蔵品回転率
平均貯蔵品

営業収益－受託工事収益
平均流動資産

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

流動資産回転率

８ 現金比率
現金預金

×100
流動負債

流動負債

７ 酸性試験比率
現金預金＋未収金

×100
流動負債

自己資本＋固定負債

６ 流動比率
流動資産

×100

×100
自己資本

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

財
務
比
率

４ 固定比率
固定資産

３ 自己資本構成比率
自己資本(3)

×100
総資本

総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100
総資本(2)

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

×100
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別表６　財務分析表　

元年度 30年度

％ ％

％ ％

回 回

当年度貯蔵品消費額(4)

％ ％

％ ％

％ ％

当年度減価償却費－長期前受金戻入

(注1)

(6) 収益的支出に係る企業債利息＋資本的支出に係る企業債利息
(7) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

各算式に用いた用語は、次のとおりである。
(1) 固定資産＋流動資産
(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益
(4) 期首貯蔵品＋当年度購入額＋当年度発生額－期末貯蔵品
(5) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋電話加入権)

給水収益

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100

給水収益

企業債利息対
料金収入比率

企業債利息
×100

企業債償還元金
×100

給水収益

平均負債(7)

企業債償還元金
対減価償却費比率

企業債償還元金
×100

営業費用－受託工事費

そ
の
他

利子負担率
支払利息(6)

×100

企業債償還元金
対料金収入比率

経常費用

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×100

経常収支比率
経常収益

×100

平均総資本

総収支比率
総収益

×100
総費用

期末償却資産(5)+当年度減価償却費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

減価償却率
当年度減価償却費

×100

貯蔵品回転率
平均貯蔵品

営業収益－受託工事収益
平均流動資産

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

流動資産回転率

８ 現金比率
現金預金

×100
流動負債

流動負債

７ 酸性試験比率
現金預金＋未収金

×100
流動負債

自己資本＋固定負債

６ 流動比率
流動資産

×100

×100
自己資本

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

財
務
比
率

４ 固定比率
固定資産

３ 自己資本構成比率
自己資本(3)

×100
総資本

総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100
総資本(2)

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

×100

　給水収益に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　給水収益に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。

　給水収益に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　減価償却費に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割合であり、経営
　の安定性を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す
　ものである。

　貯蔵品に対する貯蔵品消費額の割合であり、貯蔵品管理の巧拙を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　に対する支払能力を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定
　性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

　営の安全性を表すものである。
　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の
　安全性を表すものである。

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

備            　　　考
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別表７  経営分析比較表

固 定 資 産
使 用 効 率

経常費用－
(受託工事費
＋売却原価)

－
長期前受
金戻入

職員１人当たり
給 水 人 口

職員１人当たり
有 収 水 量

職員１人当たり
営 業 収 益

千円
営業収益

損益勘定所属職員

ｍ

年間有収水量

損益勘定所属職員

人
現在給水人口

損益勘定所属職員

給 水 原 価 円/ｍ
年間有収水量

供 給 単 価 円/ｍ

給水収益

年間有収水量

ｍ /万円

年間給水量

有形固定資産

配水管使用効率 ｍ /ｍ

年間給水量

導・送・配水管延長

×100
１日給水能力

有 収 率 ％
年間有収水量

×100
年間給水量

最 大 稼 働 率 ％
１日最大給水量

×100
１日最大給水量

施 設 利 用 率 ％
１日平均給水量

×100
１日給水能力

負 荷 率 ％
１日平均給水量

区 分 単位 元年度 30年度

給水人口15万
人以上30万人
未満の都市の
平均(30年度)

算　　　　式
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下 水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１｢業務実績表｣のとおりであるが、その主なものは次

表のとおりである。

区 分 単位 元年度 年度
対前年度比較

増 減 増減率 ％

処
理
区
域

水 洗 化 人 口 人 △ △

水 洗 化 戸 数 戸

水
洗
化
率

人 口 ％ 
戸 数 ％ 

年 間 処 理 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％ △

管 渠 延 長 ｍ

本年度末の水洗化戸数は、 戸と前年度に比較し 戸 ％ の増加とな

り、水洗化率は ％と前年度と比較し、変化はない。

年間処理水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度と比較し、 ポイント低下している。

なお、管渠延長は、 ｍと前年度に比較し ｍ ％ 増加してい

る。

処理区別の実績は、次のとおりである。

区 分
単

中 央 処 理 区
（単独公共下水道）

流 域 関 連 処 理 区
那珂久慈流域関連公共下水道

位 元年度 年度
対前年度
比 較 元年度 年度

対前年度
比 較

処
理
区
域

水 洗 化 人 口 人 △ △

水 洗 化 戸 数 戸

水
洗
化
率

人 口 ％ 
戸 数 ％ 

年 間 処 理 水 量 ㎥ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％ △ △

管 渠 延 長 ｍ
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２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

下水道事業収益 △ △

営業収益 △ △

営業外収益 △ △

特別利益

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 、執行率は

％となっている。。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

営業収益の下水道使用料及び営業外収益の長期前受金戻入が減少したことによ

るものである。特別利益は、過年度損益修正益 万 千円である。

イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

下水道事業費用 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、この主なものは、消費税及び地

方消費税、予備費である。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

管渠費、消費税及び地方消費税が増加したものの、資産減耗費、支払利息及び

企業債取扱諸費が減少したことによるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的収入 △ △

企業債 △ △

国県補助金 △ △

負担金

一般会計補助金

一般会計長期借入金 △
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２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

下水道事業収益 △ △

営業収益 △ △

営業外収益 △ △

特別利益

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 、執行率は

％となっている。。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

営業収益の下水道使用料及び営業外収益の長期前受金戻入が減少したことによ

るものである。特別利益は、過年度損益修正益 万 千円である。

イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

下水道事業費用 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、この主なものは、消費税及び地

方消費税、予備費である。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

管渠費、消費税及び地方消費税が増加したものの、資産減耗費、支払利息及び

企業債取扱諸費が減少したことによるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的収入 △ △

企業債 △ △

国県補助金 △ △

負担金

一般会計補助金

一般会計長期借入金 △

 

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 億 万

千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定に基づく繰越した額の財源充

当額 万円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に企業債及び国県補助金の減少によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

元年度 年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的支出 △ △

中央処理区改良費 △ △

流域下水道建設費

雨水対策費

調査費 △ △

企業債償還金 △ △

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越して

いる。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 万 千円

が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは

主に、流域下水道建設費及び雨水対策費は増加したが、中央処理区改良費及び

企業債償還金が減少したことによるものである。

中央処理区改良費の主なものは、池の川処理場Ｂ系ＮＯ．４反応タンク設備

改築工事費、池の川処理場電気設備（Ｂ系ＮＯ．４反応タンク）改築工事費で

ある。

流域下水道建設費の主なものは、管路施設耐震化工事である。

調査費の主なものは、管路施設地震対策耐震診断業務委託である。

決算収支における資本的収入額 年度へ繰越される支出の財源に充当する額

万 千円を除く。 億 万円が、資本的支出額 億 万 千円に対

し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額 万 千円、繰越工事資金 万 千円、過年度分損益勘定留保資金

万 千円及び当年度分損益勘定留保資金 億 万 千円で補填してい

る。
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３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２｢損益計算書前年度比較表｣、別

表３｢費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表｣のとおりであり、純損益の最近

５箇年の推移は次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

営 業 収 益 △ △

営業外収益 △ △

特 別 利 益

総 収 益 △ △

営 業 費 用 △ △

営業外費用 △ △

特 別 損 失 ‐

総 費 用 △ △

純 損 益 △ △

（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万円 ％ 減少し

ている。

営業収益は、事業収益の主体である下水道使用料 億 万円のほか、水

質規制、水洗化普及・助成、雨水施設の維持管理及び不明水処理に要する経費

に対する一般会計負担金 万 千円などである。

イ 営業外収益

金融及び財務活動、その他主たる営業活動以外の原因により生じた収益であ

る営業外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万円 ％ 減少

している。

主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、雨水対策事業等の企業債利

息に対する一般会計負担金 万 千円である。

（２）下水道使用料の推移

（単位 千円、千㎥）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

下水道使用料 △ △

年間有収水量 △ △
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下水道使用料の推移をみると減少傾向にあり、元年度決算についても前年度

比 万 千円 ％ 減の 億 万円となった。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。これは主に、管渠費及び処理場費の修繕費が増加したものの、処

理場費の動力費、固定資産除去費等が減少したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、処理場・ポンプ場の維持管理費 億 万 千円、流域下水道管理運

営費負担金 億 万 千円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％

減少している。これは、企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費 億 万 千円で

ある。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

元年度 年度 年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

合 計

費用を性質別にみると、薬品費及び減価償却費が増加傾向となっているものの、

過去５年間の推移は、全体的には減少している。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 処理原価の状況

有収水量１㎥当たりの処理原価は 円 銭で、前年度に比較し 銭 ％

増加している。
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（ア）部門別処理原価

単位 円

区 分 元年度 年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

管 渠 費

ポ ン プ 場 費 △ △

処 理 場 費

普 及 促 進 費 △ △

排 水 設 備 費

業 務 費 △ △

総 係 費 △ △

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費 △ △

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ △

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計

(注) 処理原価は、経常費用から処理原価対象外経費を差し引いて算出している。また、減価償却費は、営業外収益

の長期前受金戻入を除いている。 

（イ）目的別処理原価

単位 円

区 分 元年度 年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費

委 託 料 △ △

修 繕 費

動 力 費 △ △

薬 品 費

流域下水道維持管理負担金 △ △

そ の 他

維持管理費 計

企 業 債 利 息 等 △ △

減 価 償 却 費

資本費 計 △ △

合 計

(注) 職員給与費は、人件費から児童手当、退職手当負担金を除いている。 

イ 使用料単価と処理原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価を比較すると、次

表のとおりである。

（単位 円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度

使 用 料 単 価 （Ａ）

処 理 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）
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（ア）部門別処理原価

単位 円

区 分 元年度 年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

管 渠 費

ポ ン プ 場 費 △ △

処 理 場 費

普 及 促 進 費 △ △

排 水 設 備 費

業 務 費 △ △

総 係 費 △ △

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費 △ △

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ △

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計

(注) 処理原価は、経常費用から処理原価対象外経費を差し引いて算出している。また、減価償却費は、営業外収益

の長期前受金戻入を除いている。 

（イ）目的別処理原価

単位 円

区 分 元年度 年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費

委 託 料 △ △

修 繕 費

動 力 費 △ △

薬 品 費

流域下水道維持管理負担金 △ △

そ の 他

維持管理費 計

企 業 債 利 息 等 △ △

減 価 償 却 費

資本費 計 △ △

合 計

(注) 職員給与費は、人件費から児童手当、退職手当負担金を除いている。 

イ 使用料単価と処理原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価を比較すると、次

表のとおりである。

（単位 円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度

使 用 料 単 価 （Ａ）

処 理 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）

 

使用料単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、処理原価は

銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、使用料単価から処理原価

を差し引いた額は、前年度に比較し 銭増加の 円 銭となっている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表」のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で、その構成は、固定資産 億 万 千

円 ％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 減少している。これは、構築物等の減少によるものである。

有形固定資産の主なものは、構築物 億 万 千円で ％を占め

ている。

無形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 減少している。これは、施設利用権の減価償却によるもので

ある。

無形固定資産の主なものは、施設利用権 億 万 千円 那珂久慈流域

下水道・広域汚泥焼却炉建設負担金 である。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、現金預金が 億 万 千円 ％ 減少したこと

によるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万円を計上している。

なお、未収金の内訳は、下水道使用料 億 万 千円等である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万 千円 ％ 、流動負債 億 万 千円（ ％）、繰延収益 億

万 千円（ ％）、資本金 億 万 千円 ％ 、剰余金 億 万 千円

％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、企業債の減少によるもので、固定負債の主なものは、

企業債 億 万 千円である。
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（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、未払金が 億 万 千円 ％ 減少したことに

よるものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千

円、引当金 万 千円である。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、国庫補助金等の長期前受金の収入額を長期前受金収

益化累計額が上回ったことによるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加

している。これは、前年度未処分利益剰余金の処分に伴う、利益剰余金から

の組み入れによるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少し

ている。これは、当年度純利益の減少によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で前年度と同額で、

主なものは、受贈財産評価額 万 千円、国県補助金 万 千円であ

る。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰余

金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

元年度 年度 年度 年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残額は、固定負債と流動負債の企業債を合せた 億 万円で、前

年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万円増加したが、建設改良等の投資活動において 億 万 千円及び企業

債償還等の財務活動において 億 万 千円減少したことによるものである。
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（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、未払金が 億 万 千円 ％ 減少したことに

よるものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千

円、引当金 万 千円である。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、国庫補助金等の長期前受金の収入額を長期前受金収

益化累計額が上回ったことによるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加

している。これは、前年度未処分利益剰余金の処分に伴う、利益剰余金から

の組み入れによるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少し

ている。これは、当年度純利益の減少によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で前年度と同額で、

主なものは、受贈財産評価額 万 千円、国県補助金 万 千円であ

る。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰余

金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

元年度 年度 年度 年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残額は、固定負債と流動負債の企業債を合せた 億 万円で、前

年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万円増加したが、建設改良等の投資活動において 億 万 千円及び企業

債償還等の財務活動において 億 万 千円減少したことによるものである。

 

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

資金期首残高 △

資金期末残高 △
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む す び

令和元年度下水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、前年度とほぼ同額の差し引き 億 万

千円の純利益が生じており、６年連続で総収益が総費用を上回る黒字決

算となっている。

業務実績を見ると、中央処理区及び流域関連処理区を合わせた年度末

の処理区域全体の水洗化戸数は 戸であり、前年度より 戸

％ 増加し、水洗化率は ％となっている。

一方、水洗化人口は 人と前年度より 人 ％ 減少し

ており、年間の処理水量は ㎥と前年度より ㎥（ ％）

の減少、有収水量についても ㎥と前年度に比べ ㎥

％ 減少している。

こうした中 、有収率については、前年度から ポイント下回る

％となっており、この要因は、流域関連処理区の有収率が ポイ

ント低下したことによるものである。

建設改良事業については、「日立市下水道ストックマネジメント計画」

等に基づき、国の防災安全社会資本整備交付金等を活用した池の川処理

場の反応タンク設備改築工事を進めるとともに、管渠施設の面的整備と

安全確保を図るため、改良、耐震化工事に取り組んだ。また、雨水排除

機能を確保するため、雨降川及び舟入川の雨水管渠改築実施設計業務委

託等を実施した。なお、全体の事業費は、池の川処理場設備改築工事等

を繰越したことなどにより、前年度と比較し 億 万円 ％ 減の

億 万円となっている。

経営状況については、総収益が下水道使用料の減などにより、前年度

と比較し 万円 ％ 減少しており、総費用については、流域下水

道管理運営費負担金や資産減耗費、企業債支払利息の減などにより、

万 千円 ％ の減少となっている。この結果、純利益は前年度と

比較し 万 千円 ％ の微減となり、ほぼ前年度並みの利益を確保

している。

収益性を判断する経常収支比率は、 ％と、前年度と同様の数値

を示しており、また、キャッシュフロー計算書における資金の期末残高

は、 億 万 千円（ ％）減の 億 万 千円となっている。
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む す び

令和元年度下水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、前年度とほぼ同額の差し引き 億 万

千円の純利益が生じており、６年連続で総収益が総費用を上回る黒字決

算となっている。

業務実績を見ると、中央処理区及び流域関連処理区を合わせた年度末

の処理区域全体の水洗化戸数は 戸であり、前年度より 戸

％ 増加し、水洗化率は ％となっている。

一方、水洗化人口は 人と前年度より 人 ％ 減少し

ており、年間の処理水量は ㎥と前年度より ㎥（ ％）

の減少、有収水量についても ㎥と前年度に比べ ㎥

％ 減少している。

こうした中 、有収率については、前年度から ポイント下回る

％となっており、この要因は、流域関連処理区の有収率が ポイ

ント低下したことによるものである。

建設改良事業については、「日立市下水道ストックマネジメント計画」

等に基づき、国の防災安全社会資本整備交付金等を活用した池の川処理

場の反応タンク設備改築工事を進めるとともに、管渠施設の面的整備と

安全確保を図るため、改良、耐震化工事に取り組んだ。また、雨水排除

機能を確保するため、雨降川及び舟入川の雨水管渠改築実施設計業務委

託等を実施した。なお、全体の事業費は、池の川処理場設備改築工事等

を繰越したことなどにより、前年度と比較し 億 万円 ％ 減の

億 万円となっている。

経営状況については、総収益が下水道使用料の減などにより、前年度

と比較し 万円 ％ 減少しており、総費用については、流域下水

道管理運営費負担金や資産減耗費、企業債支払利息の減などにより、

万 千円 ％ の減少となっている。この結果、純利益は前年度と

比較し 万 千円 ％ の微減となり、ほぼ前年度並みの利益を確保

している。

収益性を判断する経常収支比率は、 ％と、前年度と同様の数値

を示しており、また、キャッシュフロー計算書における資金の期末残高

は、 億 万 千円（ ％）減の 億 万 千円となっている。

以上が令和元年度の経営内容であるが、今後の下水道事業を展望する

と、人口減少や節水意識の高まりによる汚水処理水量の減少などによ

り、下水道使用料収入等の増収が難しい状況にある一方で、昭和 年の

中央処理区供用開始以降、他市に先駆けて整備を進めてきた本市の下水

道事業は、今後、耐用年数を迎える施設が急速に増加し、修繕や更新等

に多額の経費が見込まれることから、下水道事業を取り巻く経営環境は

一層厳しくなることが予測される。

また、事業効率性の判断指標となる有収率が大きく低下している状況

にある。低下の主な要因として、不明水の管渠への流入等が挙げられ、

将来的には施設の老朽化による不明水の侵入も想定されることから、リ

スク評価を踏まえた適切な不明水対策の継続と拡充が必要である。

加えて、人口減少等による汚水処理水量の減少は、年々、池の川処理

場の汚水処理能力との乖離を生じさせ、維持管理コストの増加等を招く

ことから、十分な将来予測を踏まえた施設のダウンサイジングによる適

正規模への見直しを更に進める必要があると思われる。

このような中、下水道事業において、将来の投資・財政計画を見据え

た中長期的な経営の基本計画となる「日立市上下水道事業経営戦略」に

基づく各種事業を令和元年度から着手したところであるが、特に建設改

良事業の着実な推進を図るためには、特定財源の安定的な確保が重要な

視点となるため、今後の国庫補助金制度等の動向に注視しながら、積極

的な特定財源の活用に努められたい。

下水道事業は、都市における快適な生活環境の確保や公衆衛生の向上

だけではなく、集中豪雨による浸水被害の防止など、市民の安全安心を

担う必要不可欠な「都市基盤のひとつ」であることから、引き続き的確

な財政見通しに立った経営基盤の安定強化を図り、市民に信頼される健

全で持続可能な事業運営に邁進されることを強く望むものである。
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別表１　業務実績表

増　減 増減率(％)

人 △ 2,449 △ 1.4

面 積

人 口 人 △ 1,885 △ 1.4

面 積

人 口 人 △ 1,885 △ 1.4

戸 数 戸

水 洗 化 人 口 人 △ 1,846 △ 1.4

水 洗 化 戸 数 戸

㎥ △ 68,463 △ 0.3

△ 371,195 △ 2.3

ｍ

人

総収益

総費用

使用料収入

汚水処理費

区　　分 単位 元年度 30年度
対前年度比較

備　　　　考

行 政 区 域 内 人 口

計
画
区
域

広域下水道区域・西部地
区を除いた計画区域

処
　
理
　
区
　
域

普
及
率

面 積 ％ － ×100

人 口 ％ － ×100

水
洗
化
率

人 口 ％ － ×100

戸 数 ％ － ×100

年 間 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量 ㎥ ( )内は井戸水認定水量

有 収 率 ％ △ 1.6 － ×100

管 渠 延 長

職 員 数

１ ㎥ 当 た り 収 益 円

１ ㎥ 当 た り 費 用 円

１㎥当たり使用料単価 円

１㎥当たり処理原価 円
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（1）中央処理区

増　減 増減率(％)

面 積

人 口 人 △ 1,261 △ 1.6

面 積

人 口 人 △ 1,260 △ 1.6

戸 数 戸

水 洗 化 人 口 人 △ 1,258 △ 1.6

水 洗 化 戸 数 戸

㎥ △ 258,120 △ 1.9

△ 300,248 △ 3.1

ｍ

（2）流域関連処理区

増　減 増減率(％)

面 積

人 口 人 △ 624 △ 1.1

面 積

人 口 人 △ 625 △ 1.1

戸 数 戸

水 洗 化 人 口 人 △ 588 △ 1.1

水 洗 化 戸 数 戸

㎥

△ 70,947 △ 1.2

ｍ

区　　分 単位 元年度 30年度
対前年度比較

備　　　　考

計
画
区
域

処
　
理
　
区
　
域

普
及
率

面 積 ％ － ×100

人 口 ％ － ×100

水
洗
化
率

人 口 ％ － ×100

戸 数 ％ － ×100

年 間 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量 ㎥ ( )内は井戸水認定水量

有 収 率 ％ △ 0.8 － ×100

管 渠 延 長

区　　分 単位 元年度 30年度
対前年度比較

備　　　　考

計
画
区
域

処
　
理
　
区
　
域

普
及
率

面 積 ％

人 口 ％

－

－ ×100

－ ×100

－ ×100

水
洗
化
率

人 口 ％

△ 3.5

×100

戸 数 ％

－ ×100

管 渠 延 長

年 間 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量 ㎥ ( )内は井戸水認定水量

有 収 率 ％
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別表２　損益計算書前年度比較表

収 益 の 部 （単位　円）

元年度 30年度

1　営業収益 △ 67,799,784 △ 2.6

 (1) 下水道使用料 △ 57,793,679 △ 2.2

       下水道使用料 △ 57,793,679 △ 2.2

 (2) 一般会計負担金 △ 9,946,105 △ 14.8

       一般会計負担金 △ 9,946,105 △ 14.8

 (3) その他の営業収益 △ 60,000 △ 18.2

       手数料 △ 60,000 △ 18.2

2　営業外収益 △ 25,589,910 △ 2.0

 (1) 受取利息及び配当金 △ 199 △ 4.0

       預金利息 △ 199 △ 4.0

 (2) 一般会計負担金 △ 4,564,474 △ 11.4

       一般会計負担金 △ 4,564,474 △ 11.4

 (3) 長期前受金戻入 △ 22,474,977 △ 1.8

　　　 受贈財産評価額戻入

　　　 国県補助金戻入 △ 26,278,840 △ 3.6

　　　 一般会計負担金戻入 △ 70,383 △ 0.1

　　　 工事負担金戻入

　　　 受益者負担金戻入 △ 1,307,595 △ 1.3

　　　 一般会計補助金戻入

　　　 その他長期前受金戻入

 (4) 雑収益

       不用品売却収益

       交付金 △ 220,584 △ 6.3

       その他雑収益

3　特別利益

 (1) 過年度損益修正額

       過年度損益修正額

合　　　　　計 △ 85,919,324 △ 2.2

元年度 30年度 増　減　額 増減率(％)
区　　　分

金　　　　　額 構成比(％) 対  前  年  度  比  較
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（単位　円） 費 　   用 　   の 　 　 部 （単位　円）

元年度 30年度

1　営業費用 △ 54,745,186 △ 1.7

 (1) 管渠費　

 (2) 水質指導費 △ 5,035,185 △ 16.7

 (3) ポンプ場費 △ 3,160,021 △ 4.9

 (4) 処理場費 △ 2,685,323 △ 0.8

 (5) 普及促進費 △ 247,835 △ 36.4

 (6) 排水設備費

 (7) 業務費 △ 3,379,992 △ 2.9

 (8) 総係費 △ 4,157,193 △ 3.1

 (9) 流域下水道管理運営費 △ 8,391,497 △ 2.6

 (10)雨水施設費 △ 728,025 △ 7.6

 (11)減価償却費 △ 293,536

 (12)資産減耗費 △ 31,112,805 △ 52.4

　 　 　 　 　

2　営業外費用 △ 28,103,041 △ 11.4

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 27,870,492 △ 11.5

       企業債利息 △ 27,874,287 △ 11.5

       長期借入金利息

 (2) 雑支出 △ 232,549 △ 11.1

       その他雑支出 △ 232,549 △ 11.1

合　　　 　  　計 △ 82,848,227 △ 2.3

当 年 度 純 損 益 △ 3,071,097

構成比(％) 対  前  年  度  比  較

元年度 30年度 増  減  額 増減率(％)
区　　　分

金　　　　　額
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別表３　費用使途別比率表

    物  件  費

区　　　　分 金

1　営業費用

 (1) 管渠費

 (2) 水質指導費

 (3) ポンプ場費

 (4) 処理場費

 (5) 普及促進費

 (6) 排水設備費

 (7) 業務費

 (8) 総係費

 (9) 流域下水道管理運営費

 (10)雨水施設費

 (11)減価償却費

 (12)資産減耗費

2  営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

 (2) 雑支出

合　　　　　計

元年度 30年度 元年度

人　　　件　　　費

金　　　　額 構成比(％) 対前年
度比率

(％)元年度 30年度
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（単位　円）

額

30年度

  ・  そ  の  他  の  経  費

金　　　　額

元年度 30年度

対前年
度比率

元年度

計

対前年
度比率

(％)

構成比(％)

元年度 30年度 (％)

構成比(％)

30年度
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別表４　費用節別比率表

（単位　円）

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

賃 金

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費

交 際 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

元年度

営

　
　

業

　
　
費
　
　

用

区　　　　分
30年度

構成比(％)

比率(％)

対前年度金            額

30年度元年度
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（単位　円） （単位　円）

厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

水 洗 化 助 成 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

長 期 借 入 金 利 息

そ の 他 雑 支 出

計

区　　　　分

       合           計

営

業

外

費

用

営

　

業

　

費

　

用

対前年度

比率(％)

金            額 構成比(％)

元年度 30年度30年度元年度
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別表５　貸借対照表前年度比較表

資       産       の       部 （単位　円）

1 固定資産 △ 1,218,805,495 △ 2.6

 (1) 有形固定資産 △ 1,100,254,357 △ 2.5

       土地

       建物 △ 64,644,257 △ 8.2

       構築物 △ 1,032,466,190 △ 2.9

       機械及び装置 △ 191,710,659 △ 2.8

       車両運搬具

       工具器具及び備品 △ 2,333,793 △ 21.9

       建設仮勘定

 (2) 無形固定資産 △ 118,551,138 △ 7.1

       地上権 △ 1 △ 100.0

       施設利用権 △ 118,551,137 △ 7.1

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産 △ 173,277,804 △ 17.1

 (1) 現金預金 △ 275,431,282 △ 42.7

 (2) 未収金 △ 2,661,151 △ 0.7

     貸倒引当金 △ 2,880,122 △ 3,194,751 △ 9.8

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品

 (5) 前払金

資     産     合     計 △ 1,392,083,299 △ 3.0

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

元年度 30年度 元年度 30年度 増 減 額

− 118 −



（単位　円） 負   債   ・   資   本   の   部 （単位　円）

3 固定負債 △ 1,013,364,398 △ 9.4

 (1) 企業債 △ 1,013,364,398 △ 9.6

 (2) 他会計借入金

4 流動負債 △ 277,968,725 △ 12.6

 (1) 企業債 △ 14,580,626 △ 1.1

 (2) 未払金 △ 267,682,117 △ 30.4

 (3) 未払費用

 (4) 預り有価証券

 (5) 引当金 △ 1,680,175 △ 11.7

　　 　賞与引当金 △ 1,482,778 △ 12.3

 　　　法定福利費引当金 △ 197,397 △ 8.6

 (6) その他流動負債

5 繰延収益 △ 502,345,388 △ 1.9

 (1) 長期前受金

     収益化累計額 △ 29,249,451,531 △ 28,166,390,272 △64.0 △59.8 △ 1,083,061,259

負 債 合 計 △ 1,793,678,511 △ 4.6

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金 △ 3,071,097 △ 0.6

 (1) 資本剰余金

       受贈財産評価額

       国県補助金

       受益者負担金

       一般会計補助金

 (2) 利益剰余金 △ 3,071,097 △ 0.8

　　　 当年度未処分利益剰
余金

△ 3,071,097 △ 0.8

       ・当年度純利益 △ 3,071,097 △ 0.8

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計 △ 1,392,083,299 △ 3.0

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

元年度 30年度 元年度 30年度 増 減 額
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別表６　財務分析表　

元年度 30年度

％ ％

％ ％

回 回

％ ％

％ ％

％ ％

(注１)各算式に用いた用語は、次のとおりである。

(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

×100
総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100
総資本(2)

３ 自己資本構成比率

４ 固定比率
固定資産

自己資本＋固定負債

自己資本(3)
×100

総資本

×100
自己資本

現金預金＋未収金
×100

流動負債

６ 流動比率
流動資産

×100
流動負債

７ 酸性試験比率

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

流動負債

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

８ 現金比率
現金預金

×100

財
務
比
率

平均流動資産

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

流動資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

減価償却率
当年度減価償却費

×100

平均総資本

総収支比率
総収益

期末償却資産(4)+当年度減価償却費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

×100
総費用

経常収支比率
経常収益

×100
経常費用

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×100
営業費用－受託工事費

そ
の
他

利子負担率
支払利息

当年度減価償却費－長期前受金戻入

企業債償還元金
対料金収入比率

×100
平均負債(5)

企業債償還元金
対減価償却費比率

企業債償還元金
×100

企業債償還元金
×100

下水道使用料

企業債利息
対料金収入比率

企業債利息

下水道使用料

(1) 固定資産＋流動資産

(4) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋地上権)
(5) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

×100
下水道使用料

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100
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備            　　　考

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

　営の安全性を表すものである。

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の

　安全性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　に対する支払能力を表すものである。

　性を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す

　ものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割合であり、経営

　の安定性を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　減価償却額に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。
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